
１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券については、償却原価法（定額法）によっている。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　個別法による原価法(時価の下落に伴う簿価切下げの方法）によっている。

(3) 固定資産の減価償却方法

　建物（建物付属設備を除く）及び無形固定資産については、定額法によっている。

　その他の有形固定資産については、定率法によっている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法によっている。

(4) 引当金の計上基準

　賞与引当金は、職員の賞与の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上している。

　役員賞与引当金は、役員の賞与の支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上している。

　退職給付引当金は、退職金支給規程による期末の自己都合要支給額を計上している。

　役員退職慰労引当金は、役員退職金支給規程による期末の要支給額を計上している。

(5) キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

　資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

(6) 消費税等の会計処理

　税込方式によっている。

財務諸表に対する注記



２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位 : 円)

科     目　 前期末残高 当期増加額 当期減少額　 当期末残高

基　本　財　産

　投資有価証券 519,857,829 238,149,179 239,806,567 518,200,441

　定期預金 5,086,101 1,990,200 0 7,076,301

小　　　計 524,943,930 240,139,379 239,806,567 525,276,742

特　定　資　産

　土地（青森県六ヶ所村） 129,262,071 0 0 129,262,071

　建物（青森県六ヶ所村） 860,350,896 10,867,500 29,122,256 842,096,140

　構築物（青森県六ヶ所村） 16,163,431 0 1,627,531 14,535,900

　工具器具備品（青森県六ヶ所村） 3,358,449 0 507,961 2,850,488

　退職給付引当資産 375,941,500 37,509,000 64,519,300 348,931,200

　役員退職慰労引当資産 37,223,300 4,452,000 0 41,675,300

　工具器具備品購入積立資産 113,626,991 4,513,000 3,898,461 114,241,530

　施設拡充積立資産 87,164,047 0 18,079,849 69,084,198

　基本財産繰入準備積立資産 50,000,000 0 50,000,000 0

  特別修繕積立資産 50,700,000 0 0 50,700,000

　原子力災害対応事業実施積立資産 19,128,462 0 3,089,968 16,038,494

小　　　計 1,742,919,147 57,341,500 170,845,326 1,629,415,321

合　　　計 2,267,863,077 297,480,879 410,651,893 2,154,692,063

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科     目　 当期末残高

基本財産

　投資有価証券 518,200,441 ( 518,200,441 ) ( 0 ) ( 0 )

　定期預金 7,076,301 ( 7,076,301 ) ( 0 ) ( 0 )

小　　　計 525,276,742 ( 525,276,742 ) ( 0 ) ( 0 )

特定資産

　土地（青森県六ヶ所村） 129,262,071 ( 129,262,071 ) ( 0 ) ( 0 )

　建物（青森県六ヶ所村） 842,096,140 ( 842,096,140 ) ( 0 ) ( 0 )

　構築物（青森県六ヶ所村） 14,535,900 ( 14,535,900 ) ( 0 ) ( 0 )

　工具器具備品（青森県六ヶ所村） 2,850,488 ( 2,850,488 ) ( 0 ) ( 0 )

　退職給付引当資産 348,931,200 ( 0 ) ( 0 ) ( 348,931,200 )

　役員退職慰労引当資産 41,675,300 ( 0 ) ( 0 ) ( 41,675,300 )

　工具器具備品購入積立資産 114,241,530 ( 0 ) ( 114,241,530 ) ( 0 )

　施設拡充積立資産 69,084,198 ( 0 ) ( 69,084,198 ) ( 0 )

  基本財産繰入準備積立資産 0 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

  特別修繕積立資産 50,700,000 ( 0 ) ( 50,700,000 ) ( 0 )

　原子力災害対応事業実施積立資産 16,038,494 ( 0 ) ( 16,038,494 ) ( 0 )

小　　　計 1,629,415,321 ( 988,744,599 ) ( 250,064,222 ) ( 390,606,500 )

合　　　計 2,154,692,063 ( 1,514,021,341 ) ( 250,064,222 ) ( 390,606,500 )

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に
対応する額）



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産

　　建物 1,477,019,669 634,923,529 842,096,140

　　構築物 73,284,209 58,748,309 14,535,900

　　工具器具備品 26,670,337 23,819,849 2,850,488

小計 1,576,974,215 717,491,687 859,482,528

その他固定資産

　　建物 6,919,500 3,250,773 3,668,727

　　工具器具備品 220,645,472 190,292,084 30,353,388

　　リース資産 155,134,590 67,531,564 87,603,026

小計 382,699,562 261,074,421 121,625,141

合計 1,959,673,777 978,566,108 981,107,669

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

基本財産

　利付国債第100回 99,940,475 100,500,000 559,525

　利付国債第328回 100,054,000 100,341,400 287,400

　利付国債第107回 80,072,160 80,192,000 119,840

　利付国債第329回 178,626,375 183,546,000 4,919,625

　利付国債第332回 59,507,431 59,889,600 382,169

小計 518,200,441 524,469,000 6,268,559

特定資産

　元本分離国債第263回 59,921,781 59,984,520 62,739

　利付国債第103回 169,718,367 170,969,000 1,250,633

小計 229,640,148 230,953,520 1,313,372

合計 747,840,589 755,422,520 7,581,931

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

復興対策特別
　人材育成事業

文部科学省
0 3,748,657 3,748,657 0

―

放射線障害
　　防止措置補助金

環境省
0 732,732,778 732,732,778 0

―

補助金 0 14,397,250 14,397,250 0 ―

　青森県補助金
1,009,134,847 10,867,500 31,257,748 988,744,599 指定正味財産

1,009,134,847 761,746,185 782,136,433 988,744,599

青森県

合　　　　計



７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額

合　　　計 34,140,243

８．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

　（1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

（単位：円）

現金預金勘定 555,699,595 現金預金勘定 116,267,273

預入期間が３か月を
超える定期預金 0

預入期間が３か月を
超える定期預金 0

現金及び現金同等物 555,699,595 現金及び現金同等物 116,267,273

　（2）重要な非資金取引は、以下のとおりである。

９．退職給付関係

（1）採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

①退職給付債務 348,931,200

②退職給付引当金 348,931,200

①勤務費用 37,509,000

②退職給付費用 37,509,000

（4）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　退職給付債務の計算にあたっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額を計上している。

当期末

当期末

なし

前期末

なし

（2）退職給付債務及びその内訳      (単位：円）

（3）退職給付費用に関する事項　 　（単位：円）

2,882,495

31,257,748

基本財産運用益計上
による振替額

　減価償却費計上
による振替額

前期末


